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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

1201 人件費 危機対策課総合調整業務 －

・職員の服務、組織、道議会事務、
予算・決算等、課内の庶務に関する
事務全般
・危機管理に関する庁内調整、連絡
会議、危機管理マニュアルに関する
こと。

危機対
策課

29,315 29,315 6.2 1.4 7.6 88,671
現状維

持
－ － － 人件費のため、見直しができない － － － 人件費のため、見直しができない － － 人件費のため、見直しができない

現状維
持

1202 一般 火災予防対策費 ③ 消防組織法に基づき消防統計の作
成を行う

危機対
策課

450 450 0.8 1.4 2.2 17,632 現状維
持

引き続き、消防組織法第40条に基
づく各種調査に係る統計の集計と
統計表の作成を委託する必要があ
るため

－ ④ ① 従来から調査票を電子データで納
品させているため、対応済み。

－ ⑥ ① 従来から調査票を電子データで納
品させているため、対応済み。

－ － 従来から調査票を電子データで納
品させているため、対応済み。

現状維
持

1203 一般 消防力強化対策費（補助金） ⑦

消防団の消防力充実強化、防災思
想の普及啓発を図るため消防防災
体制の充実強化に寄与する団体へ
の補助等を実施・交付する。

危機対
策課

15,779 15,779 0.8 0.8 22,027 現状維
持

北海道消防協会と連携し、消防団
の活性化、消防団員の加入促進等
のために継続して取り組む必要が
あるため

－ － －

消防操法訓練大会、消防大会、慰
霊祭などその性質上オンラインでの
実施が困難な事業のため見直しが
できない

－ － －

消防操法訓練大会、消防大会、慰
霊祭などその性質上オンラインでの
実施が困難な事業のため見直しが
できない

－ －
消防操法訓練大会、消防大会、慰
霊祭などその性質上オンラインでの
実施が困難な事業のため

現状維
持

1204 一般 消防力強化対策費（操法訓練等） ①

消防団員の技術向上と士気高揚を
図るため消防操法訓練大会を開催
する。また市町村、都道府県を越え
る相互応援に係る合同訓練を実施
したり、単独組織では対応不能な課
題に対する事業推進を図る。

危機対
策課

2,469 2,469 0.8 1.4 2.2 19,651
現状維

持

操法訓練、緊急消防援助隊合同訓
練等は、消防力の充実強化等のた
めに継続して取り組む必要があるた
め

－ － －

操法訓練大会、緊急援助隊に係る
訓練等は、その性質上、対面で実
施せざるを得ないため見直しができ
ない

－ － －

操法訓練大会、緊急援助隊に係る
訓練等は、その性質上、対面で実
施せざるを得ないため見直しができ
ない

－ －
操法訓練大会、緊急援助隊に係る
訓練等は、その性質上、対面で実
施せざるを得ないため。

現状維
持

1205 一般 危険物取扱者・消防設備士指導費 ⑧
消防法に基づき危険物取扱者・消
防設備士の免状交付者に対する法
定講習、免状書換えを行う。

危機対
策課

88,715 0 0.8 1.4 2.2 105,897 現状維
持

法令改正等により大幅な制度改正
がなく、引き続き法令に基づき事務
を進めていく必要があるため

－ － －

今年度、国からシステムの提供を受
けて、危険物取扱者保安講習のオ
ンライン講習を試行実施する予定。
その結果等によっては、継続的な実
施を検討する。

－ － －

今年度、国からシステムの提供を受
けて、危険物取扱者保安講習のオ
ンライン講習を試行実施する予定。
その結果等によっては、継続的な実
施を検討する。

○ ①

今年度、国からシステムの提供を受
けて、危険物取扱者保安講習のオ
ンライン講習を試行実施する予定。
その結果等によっては、継続的な実
施を検討する。

現状維
持

1206 一般
救急救命士養成施設建設費等負担
金

－ （財）救急振興財団への負担金（都
道府県割り）

危機対
策課

23,200 23,200 0.8 0.8 29,448 現状維
持

都道府県ごとに計算された負担金
であるため

－ － －
都道府県が設立した救急救命士養
成施設に係る全国一律の負担金の
ため、見直しができない

－ － －
都道府県が設立した救急救命士養
成施設に係る全国一律の負担金の
ため、見直しができない

－ －
都道府県が設立した救急救命士養
成施設に係る全国一律の負担金の
ため、見直しができない

現状維
持

1207 一般 救急業務高度化推進事業費 ②
本道における救命率の向上を図る
ため、救急救命士養成や協議会を
行う。

危機対
策課

925 925 0.8 1.4 2.2 18,107 現状維
持

救急業務の高度化のため継続して
取り組む必要があるため

－ ④ －
協議会構成員にweb会議に対応で
きない構成員がおり、web会議への
移行ができない

－ ⑦ －
協議会構成員にweb会議に対応で
きない構成員がおり、web会議への
移行ができない

○ －
協議会構成員にweb会議に対応で
きない構成員がおり、web会議への
移行ができない

現状維
持

1208 義務費 防災会議等運営費 ②
災害対策基本法に基づき防災会議
の運営を行う。

危機対
策課

4,495 4,495 1.5 1.4 2.9 27,144
現状維

持
－ － － 一部web化を検討中 － － － 一部web化を検討中 ○ ① 一部の会議を書面開催で実施済み

現状維
持

1209 一般 消防防災ヘリコプター運航管理費 －
導入したヘリコプターの緊急運行要
請対応、運航管理を行う。

危機対
策課

607,614 607,614 1.8 1.8 621,672
現状維

持
引き続き緊急運航対応等を行う必
要があるため。

－ － －
防災消防ヘリコプターの運行に係る
事業のため、見直しできない

－ － －
防災消防ヘリコプターの運行に係る
事業のため、見直しできない

－ －
防災消防ヘリコプターの運行に係る
事業のため、見直しできない

現状維
持

1210 維持費 ヘリポート維持管理費 － ３市町にあるヘリポートの維持運営
を行い緊急運行時に備える。

危機対
策課

3,284 3,284 1.1 0.3 1.4 14,218 現状維
持

引き続きヘリポートの維持管理を行
い、緊急運航時に備える必要がある
ため

－ － － 防災消防ヘリコプターの運行に係る
事業のため、見直しできない

－ － － 防災消防ヘリコプターの運行に係る
事業のため、見直しできない

－ － 防災消防ヘリコプターの運行に係る
事業のため、見直しできない

現状維
持

1211 維持費 防災施設維持管理費 －
１４振興局にある防災備蓄センター
の維持管理

危機対
策課

2,989 2,989 1.0 1.4 2.4 21,733
現状維

持
引き続き、防災施設維持管理に係
る業務を継続する必要があるため

－ － －
防災備蓄センターの維持管理に係
る経費のため、見直しできない

－ － －
防災備蓄センターの維持管理に係
る経費のため、見直しできない

－ －
防災備蓄センターの維持管理に係
る経費のため、見直しできない

現状維
持

1212 一般 地域防災力強化対策費 ①
自主防災意識の啓蒙・啓発や、研
修会の開催を行う。

危機対
策課

422 422 1.4 1.4 2.8 22,290 ①
改善
（指標
分析）

一部市町村において、実績値が実
態と比べて低くなっていることが考
えられ、各種研修・会議等を通じて
算出方法の周知・徹底を図り、現状
把握と活動促進を働きかける

－ － －

図上研修など現地での実践的な研
修を実施するため、今後も現地開催
を予定しており、見直しできない（オ
ンライン開催はコロナ対策の一時的
な取組）

－ － －

図上研修など現地での実践的な研
修を実施するため、今後も現地開催
を予定しており、見直しできない（オ
ンライン開催はコロナ対策の一時的
な取組）

○ ①
一部研修等において、オンライン開
催で実施するなど、対応済み

○
各市町村に対する会議等におい
て、周知・徹底を図っている。

「自助」意識の醸成や、「共助」の取
組を進めるため、防災体制の構築
等による防災意識の向上や自主防
災組織活動は重要であり、取組の
一層の推進を検討すること。

改善
各種研修等や会議等を通じて、自主防災組織
の結成や活動の周知を行うなど。自立的な地
域防災活動を支援する。

防災体制の構築等による防災意識
の向上や自主防災組織活動のより
一層の推進を図るため、防災教育
の充実強化や各種研修等を通じ
て、自主防災組織の結成や活動の
周知を行うなど、自立的な地域防災
活動を支援する。

1213 一般 防災対策諸費（災害弔慰金） －

道内で発生した災害で死亡、住宅
損壊者に対し弔慰金を支給。他県
が被災し災害救助法を受けた際に
見舞金を支給する。

危機対
策課

1,000 1,000 0.8 1.4 2.2 18,182 現状維
持

引き続き、被災者等への支援を継
続する必要があるため

－ 災害発生時の見舞金等のため、見
直しができない

－ 災害発生時の見舞金等のため、見
直しができない

－ － 災害発生時の見舞金等のため、見
直しができない

現状維
持

1214 一般 山岳遭難防止対策事業費 －
登山者の安全意識、知識の向上を
図り遭難事故の発生防止に努める

危機対
策課

1,356 1,356 0.4 1.4 1.8 15,414
現状維

持
引き続き、登山者の遭難事故の発
生防止に努める必要があるため

－
遭難事故の発生防止に係る経費の
ため、見直しできない

－
遭難事故の発生防止に係る経費の
ため、見直しできない

－ －
遭難事故の発生防止に係る経費の
ため、見直しできない

現状維
持

1215 一般
プレジャーボート等事故等防止対策
事業費

－
「北海道プレジャーボート等の事故
防止等に関する条例」に基づく事故
防止対策の推進

危機対
策課

497 497 0.4 1.4 1.8 14,555 現状維
持

引き続き、事故防止対策の推進を
継続する必要があるため

－ プレジャーボートによる事故防止経
費のため、見直しできない

－ プレジャーボートによる事故防止経
費のため、見直しできない

－ － プレジャーボートによる事故防止経
費のため、見直しできない

現状維
持

1216 一般 消防学校管理費（教育訓練費） ⑧
消防学校に入校してくる全道からの
消防職員に対し教育訓練を行い、
技術・知識を習得させる。

危機対
策課

35,114 19,098 5.0 5.0 74,164 現状維
持

引き続き、全道の消防職員に対す
る教育訓練を実施する必要がある
ため

－ － － 消防職団員に対し各種教育訓練を
行う事業のため、見直しできまない

－ － －

消防職団員に対し各種教育訓練を
行う事業であり、コロナ対応として一
部授業をオンラインで実施したた
め、見直しできない

○ ① 一部の授業でオンラインを活用した
授業を実施

現状維
持

1217 一般
消防学校管理費（民間委託化推進
関連）

－
消防学校における一般教育分野の
講義について、民間活力の活用を
行う。

危機対
策課

1,488 1,488 1.0 1.0 9,298 現状維
持

引き続き、一般教育分野で民間活
用が可能な教科について民間能力
を活用する必要があるため

－ － － 消防職団員に対し各種教育訓練を
行う事業のため、見直しできない

－ － － 消防職団員に対し各種教育訓練を
行う事業のため、見直しできない

－ － 消防職団員に対し各種教育訓練を
行う事業のため、見直しできません

現状維
持

1218 一般 総務管理諸費（表彰（消防表彰）） ① 北海道消防表彰規則に基づき、永
年勤続者、功労者を表彰する。

危機対
策課

2,852 2,852 0.8 1.4 2.2 20,034 現状維
持

消防団への入団促進のために継続
して実施する必要があるため

－ － －
表彰式の性質上、対面からオンライ
ンへの変更は難しいことから見直し
できない

－ － －
表彰式の性質上、対面からオンライ
ンへの変更は難しいことから見直し
できない

－ －

表彰式の性質上、対面からオンライ
ンへの変更は難しいことから、感染
状況に応じた表彰式の規模縮小や
中止により対応する。

現状維
持

1219 事務 防災業務に関する業務 ⑧

「北海道防災基本条例」に基づく防
災対策の推進、地域防災計画、水
防計画、災害時応急対策、防災記
録に関すること。自衛隊災害派遣要
請等

危機対
策課

0 0 1.5 3.3 4.8 37,488 現状維
持

引き続き、防災業務に係る事務を継
続する必要があるため

－ － － － － － ○ ①

各種会議をオンライン化するととも
に、道の地域防災計画において、新
型コロナウイルス感染症対策を明
記し、市町村に周知した。

○

各種会議をオンライン化するととも
に、道の地域防災計画において、新
型コロナウイルス感染症対策を明
記し、市町村に周知した。

現状維
持

1220 事務 その他消防業務に関する業務 ④

運営指導、叙勲、財務事務、救急・
救助指導及び統計業務、消防設備
業務、危険物施設許可及び指導
等。

危機対
策課

0 0 1.5 2.8 4.3 33,583 現状維
持

法令改正等により大幅な制度改正
がなく、引き続き消防関連事務を進
めていく必要があるため

－ ④ ②

危険物施設等に係る許可申請手続
等において、従前書面での提出の
みとしていたが、電子申請を可能と
するよう検討中のため。

－ ⑥ ②

危険物施設等に係る許可申請手続
等において、従前書面での提出の
みとしていたが、電子申請を可能と
するよう検討中のため。

○ ②

危険物施設等に係る許可申請手続
等において、従前書面での提出の
みとしていたが、電子申請を可能と
するよう検討中のため。

現状維
持

○ ○ ○

1221 一般 国民保護体制整備推進費 ①

国民保護法に基づく訓練及び啓発
を行うとともに、北海道国民保護計
画及び市町村国民保護計画の改正
や、各種要綱等の整備・支援等を行
う。

危機対
策課

1,835 1,835 1.0 1.4 2.4 20,579
現状維

持

引き続き、国民保護法に基づく訓練
及び啓発を行うとともに、北海道国
民保護計画及び市町村国民保護計
画の改正や、各種要綱等の整備・
支援等を行う必要があるため

－ ④ ②
図上訓練・啓発等について、WEB開
催する予定

－ ⑦ ②
図上訓練・啓発等について、WEB開
催する予定

○ ②
図上訓練・啓発等について、WEB開
催する予定

普及啓発事業における啓発資材の
ペーパレス化・電子化やオンライン
開催によるCO2削減や啓発対象の
拡大に向けた取組の促進など、ゼロ
カーボン北海道及びSociety5.0の推
進に向け、事業内容を検討するこ
と。

現状維
持

○ ○ ○

WEB会議の開催により、普及啓発
事業におけるゼロカーボン北海道及
びSociety5.0の推進を図ることがで
きた。

1222 義務費
消防学校維持運営費（給与費負担
金）

－
消防学校講師として、市町村消防職
員を自治法派遣により受け入れる。

危機対
策課

77,007 77,007 1.0 1.0 84,817
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

1223 一般 自衛隊施設等調整費 ②

防衛施設がもたらす土地利用の制
約、地域社会発展の阻害及び各種
の公害等の解決に向け、自衛隊施
設の取得等事務及び駐留軍に対す
る施設・区域の提供等事務を円滑
に遂行するための地元との連絡調
整を行う。

危機対
策課

1,149 549 0.8 1.4 2.2 18,331
現状維

持

引き続き、自衛隊施設等調整費に
係る事務を継続する必要があるた
め

－
国や現地との調整を行う事業のた
め、見直しできない。

－
国や現地との調整を行う事業のた
め、見直しできない。

－ －
「国に対する要請上京旅費や、道主
催以外の会議に係る旅費のため、
見直しが不可能

現状維
持

1224 義務費 国民保護協議会運営費 ②

国民保護法に基づき設置、運営が
義務付けられている「北海道国民保
護協議会」の運営に必要な経費を
措置することにより、本道の国民保
護措置に関する施策の総合的な推
進を図る。

危機対
策課

1,182 1,182 0.6 1.4 2.0 16,802
現状維

持
－ － － － － － ○ ①

内容に応じて、協議会の開催方法
を書面開催で対応済。

現状維
持

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）
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【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

総合的な危機対策の推進

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当
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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号
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見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1225 維持費 防災対策諸費 －
防災対策を円滑に行うため、通信機
器等の配備を行う。

危機対
策課

5,729 5,729 0.8 1.4 2.2 22,911
現状維

持
通信機器等の配備を継続し、防災
対策を今後も円滑に実施するため

－ － － － － － － －
現状維

持

1226 維持費 消防学校管理費 ⑤ 消防学校の維持運営
危機対
策課

71,032 71,032 2.0 2.0 86,652 現状維
持

引き続き、消防学校の維持管理が
必要なため

－ ② ①
校舎改築の設計にあたり、照明の
LED化や外壁・屋根・窓の高断熱化
を導入

－ － － － － 現状維
持

1227 一般 防災教育推進費 ①

「ほっかいどう防災教育協働ネット
ワーク」の取組や北海道地域防災
マスターの育成支援など、道が担う
防災教育推進のための事業実施に
要する経費

危機対
策課

5,251 1,521 0.6 1.4 2.0 20,871 現状維
持

引き続き、防災教育の推進が必要
なため

－ － －

図上研修など現地での実践的な研
修を実施するため、今後も現地開催
を予定しており、見直しできない（オ
ンライン開催はコロナ対策の一時的
な取組）

－ － －

図上研修など現地での実践的な研
修を実施するため、今後も現地開催
を予定しており、見直しできない（オ
ンライン開催はコロナ対策の一時的
な取組）

○ ① 一部研修等において、オンライン開
催で実施するなど、対応済み

現状維
持

1228 一般 災害対応人材強化費 －

危機管理意識の向上のため、自衛
隊の災害対処能力を活用した訓練
が可能な退職自衛官を配置し強化
を図る

危機対
策課

4,630 4,630 1.4 1.4 15,564 現状維
持

引き続き、退職自衛官の任用等に
より危機管理体制の充実強化を図
る必要があるため

－ － － 人件費のため、見直しができない － － － 人件費のため、見直しができない － － 人件費のため、見直しができない
現状維

持

1229 一般 北海道社会貢献賞 －
北海道表彰規則等に基づき、防災
対策の推進に関して特に功績が
あったものに対し表彰する。

危機対
策課

35 35 0.8 1.4 2.2 17,217 現状維
持

引き続き、防災対策の推進や防災
意識の向上を図るため

－ － －
表彰式の性質上、対面からオンライ
ンへの変更は難しいことから見直し
できない

－ － －
表彰式の性質上、対面からオンライ
ンへの変更は難しいことから見直し
できない

－ －
表彰式の性質上、対面からオンライ
ンへの変更は難しいことから見直し
できない

現状維
持

1230 一般 地域防災パワーアップ事業 －
災害教訓を伝承する情報ツール等
を整備し、地域の防災研修に活用し
てもらう

危機対
策課

779 779 0.6 1.4 2.0 16,399 現状維
持

引き続き、災害教訓を伝承する情報
ツール等を整備し、地域の防災研修
に活用するため

－ － － アドバイザーの派遣等を行う事業の
ため、見直しできない

－ － － アドバイザーの派遣等を行う事業の
ため、見直しできない

－ － アドバイザーの派遣等を行う事業の
ため、見直しできない

現状維
持

1231 一般 ヘリコプター共同運航関連事業費 －
ヘリコプターの24時間運航体制の
確保に向けた道警との共同運航を
行う。

危機対
策課

420,285 420,285 2.0 2.0 435,905 現状維
持

ヘリコプターの24時間運航体制の
確保に向け、引き続き操縦士・整備
士の養成を行う必要があるため

－ － －
操縦士及び整備士の養成訓練に係
る外部委託経費等のため、見直しで
きない

－ － －
操縦士及び整備士の養成訓練に係
る外部委託経費等のため、見直しで
きない

－ －
操縦士及び整備士の養成訓練に係
る外部委託経費等のため、見直しで
きない

○
国内において実施可能な訓練を実
施し、操縦士及び整備士の養成を
進めている。

暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

現状維
持

暫定配置による体制により、操縦士
等の資格取得や、運航諸規定の整
備など北海道警察との共同運航に
向けた事務を進めた。
今後は、運航形態が民間委託から
直営となり、航空室の事務事業は
道、道警、消防の３者による執行に
変更となるが、新たな課題等に適切
に対応しながら、早期に安定的な事
業執行に資する体制の構築を図り
たい。

1232 一般
東京オリンピック競技大会消防・救
急体制整備費補助金

－

東京オリンピック競技大会開催にお
ける市町村の消防・救急体制の充
実強化のための取組みを支援す
る。

危機対
策課

32,000 0 0.4 0.4 35,124 終了
東京オリンピック競技大会の実施に
伴う事業であり、同大会終了に伴い
事業が終了したため

－ － － 事業終了 － － － 事業終了 － － 事業終了 終了

1233 維持費
消防力強化対策費（緊急消防援助
隊支援車維持費）

－
緊急消防援助隊航空指揮支援隊及
び航空後方支援小隊の登録に必要
となる消防車両の維持を行う。

危機対
策課

124 124 0.8 0.8 6,372 現状維
持

緊急消防援助隊航空指揮支援隊及
び航空後方支援小隊に登録の消防
車両を維持していく必要があるため

－ － － 消防車両に係る維持経費のため、
見直しできない

－ － － 消防車両に係る維持経費のため、
見直しできない

－ － 消防車両に係る維持経費のため、
見直しできない

現状維
持

1234 投資的
経費B

北海道消防学校校舎改築工事 ⑤

北海道消防学校について、耐震化
診断の結果や、「北海道消防学校
教育訓練等のあり方検討会」におけ
る意見等を踏まえた改築を実施する
ための経費。

危機対
策課

90,161 161 0.5 0.5 94,066 現状維
持

引き続き、校舎改築に係る事業を進
めるため

－ ② ① 設計にあたり、照明のLED化や外
壁・屋根・窓の高断熱化を導入

－ 校舎改築事業のため、見直しできな
い

－ － 校舎改築事業のため、見直しできな
い

現状維
持

1235 投資的
経費B

実践的訓練施設整備事業（模擬消
火訓練施設兼放水訓練施設）

－

「北海道消防学校教育訓練等のあ
り方検討会」における意見等及び
「消防学校施設等基準」の改正等を
踏まえ、必要な施設を整備するため
の経費。

危機対
策課

75,200 19,200 0.5 0.5 79,105 現状維
持

引き続き、施設の新築工事を進める
ため

－ － － 訓練施設の設置事業のため、見直
しできない

－ － － 訓練施設の設置事業のため、見直
しできない

－ － 訓練施設の設置事業のため、見直
しできない

現状維
持

0 1,608,363 1,321,302 33.0 43.0 76.0 ■令和４年度　新規事業

消防力強化対策費（石油コンビナート等防災対策費）

計
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